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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第62期第３四半期連結累計（会計）期間及び第62期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの1株当たり四半期（当期）純損失であるため、記載

しておりません。 

４．第63期第３四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第62期

第３四半期連結
累計期間 

第63期
第３四半期連結

累計期間 

第62期
第３四半期連結

会計期間 

第63期 
第３四半期連結 

会計期間 
第62期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
４月1日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（百万円）       157,166       152,568       49,740       52,143  199,943

経常利益又は経常損失（百万円）       △282       △5       △1,165       320  49

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（百万円） 
      △973       3       △1,342       282  △1,399

純資産額（百万円） － －       35,866       34,925  34,686

総資産額（百万円） － －       108,341       111,297  105,583

１株当たり純資産額（円） － －      1,258.07      1,231.93  1,223.22

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期（当期）純損失金額（円） 
     △37.24      0.13       △51.36       10.83  △53.56

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －     30.4     28.9  30.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
      186       2,187 － －  14,585

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
      △88       592 － －  △267

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
      1,376       △5,139 － －  △291

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －       7,708       17,669  20,071

従業員数（人） － －      1,399      1,348  1,331
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

（1）連結会社の状況 

  （注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であります。なお、臨時雇用者数（パートタイマー及び人材会社からの派遣社員を含んでおりま

す。）は従業員数の100分の10未満のため、記載しておりません。 

  

（2）提出会社の状況 

  （注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。な

お、臨時雇用者数（パートタイマー及び人材会社からの派遣社員を含んでおります。）は、従業員数の100分

の10未満のため、記載しておりません。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 1,348   

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 757   
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（1）仕入実績 

 当第３四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の仕入実績及び総仕入実績に対する割合は、次のとおりで

あります。 

 ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

(2）受注状況 

 当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりで

あります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません 

第２【事業の状況】

１【仕入、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

前年同四半期比（％）

デバイス事業（百万円）  39,615  107.3

システム事業（百万円）  6,514  81.1

合計（百万円）  46,129  102.6

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

日本サムスン株式会社  4,876  10.8  8,884  19.3

BROADCOM ASIA DISTRIBUTION PTE 

LTD. 
 5,877  13.1  8,598  18.6

日本テキサス・インスツルメンツ

株式会社 
 8,376  18.6  5,515  12.0

事業の種類別 
セグメントの名称 

受注高（百万円） 前年同四半期比（％） 受注残高（百万円） 前年同四半期比（％）

デバイス事業  39,847  102.8  20,860  122.4

システム事業  10,709  128.5  13,773  89.9

合計  50,557  107.3  34,634  107.0

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

前年同四半期比（％）

デバイス事業（百万円）  44,651  107.1

システム事業（百万円）  7,491  92.9

合計（百万円）  52,143  104.8

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

株式会社 村田製作所  4,628  9.3  8,634  16.6

株式会社 東芝  535  1.1  6,970  13.4
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 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

（１）業績の状況 

当第３四半期連結会計期間(平成21年10月1日～平成21年12月31日)におけるわが国の経済は、海外経済の改

善や経済対策の効果などを背景に、景気の持ち直しの動きが見られたものの、企業の設備投資は低調で、雇用

情勢は依然として厳しい状況が続きました。 

当社グループが属するエレクトロニクス業界におきましては、エコポイント制度の効果もあり薄型テレビ

の出荷が増加し、ノートPCやスマートフォンの需要が拡大するなど改善の兆しが見られましたが、市場全体と

しては先行き不透明な状況が続きました。一方、半導体市場は、民生機器向けやPC向けを中心に低水準ながら

も回復基調で推移しました。 

こうした状況の下、当第３四半期連結会計期間における当社グループの売上高は、前年同期比4.8％増の

百万円となりました。 

営業利益は、人件費及び経費の削減に取り組み、 百万円（前年同期は612百万円の営業損失）となりま

した。 

経常利益は、為替差損195百万円を計上し、 百万円（前年同期は1,165百万円の経常損失）、四半期純利

益は 百万円（前年同期は1,342百万円の四半期純損失）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①デバイス事業 

デバイス事業は、ゲーム機向けの半導体が減少し、産業機器向けやOA機器向けの半導体、電子部品の需要

も低迷が続いたものの、テレビ向けの液晶パネルが好調で、携帯電話モジュール向けの半導体も増加しまし

た。その結果、売上高は前年同期比7.1％増の44,651百万円、営業利益は616百万円となりました。 

②システム事業 

システム事業は、医用機器が増加したものの、光通信用コンポーネントやレーザ微細加工装置などのレー

ザ機器の売上が減少し、設備投資抑制の影響を受けて試験計測機器や科学機器も低調なまま推移しました。そ

の結果、売上高は前年同期比7.1％減の7,491百万円、営業利益は6百万円となりました。 

なお、当第１四半期連結会計期間より、営業費用の配賦方法を変更しており、詳細は「第５ 経理の状況

（セグメント情報） 事業の種類別セグメント情報」に記載しております。 

  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①日本 

日本は、レーザ機器や科学機器の売上が減少し、民生機器向けや産業機器向けの半導体も低調だったもの

の、液晶パネルや携帯電話モジュール向けの半導体の需要が増加したため、売上高は前年同期比15.0％増の

41,827百万円、営業利益は384百万円となりました。 

②アジア 

アジアは、携帯電話向け半導体が減少し、民生機器向けやOA機器向けの半導体も低調だったため、売上高

は前年同期比22.8％減の10,315百万円、営業利益は262百万円となりました。  

なお、当第１四半期連結会計期間より、営業費用の配賦方法を変更しており、詳細は「第５ 経理の状況

（セグメント情報）所在地別セグメント情報」に記載しております。  

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

52,143

619

320

282
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（２）財政状態の分析 

 当第３四半期連結会計期間末における資産は、111,297百万円となり、前連結会計年度末に比べ5,713百万円

の増加となりました。その主な要因は、流動資産が前連結会計年度末に比べ6,269百万円増加（現金及び預金

が2,310百万円、商品が6,418百万円それぞれ減少した一方で、受取手形及び売掛金が16,957百万円増加）した

ことによるものであります。 

 負債は前連結会計年度末に比べ5,474百万円増加し、76,371百万円となりました。主な要因は、流動負債が

前連結会計年度末に比べ10,237百万円増加（短期借入金が965百万円減少した一方で、支払手形及び買掛金が

11,027百万円増加）したことによるものであります。 

 純資産は前連結会計年度末に比べ238百万円増加し、34,925百万円となりました。主な要因は、利益剰余金

が75百万円減少したものの、その他有価証券評価差額金が130百万円、繰延ヘッジ損益が178百万円増加したこ

とによるものであります。 

     

（３）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、17,669百万

円となりました。 

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動による資金の減少は1,740百万円(前年同四半期は1,739百万円の減少）となりました。これは、主

にたな卸資産が1,514百万円減少した一方で、売上債権が3,204百万円増加したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金の増加は1,213百万円（前年同四半期は69百万円の減少）となりました。これは、主に

定期預金の払戻による収入が1,000百万円、投資有価証券の売却による収入が212百万円あったこと等によるも

のであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動による資金の増加は、68百万円（前年同四半期は1,426百万円の増加）となりました。これは、主

に配当金の支払額が77百万円あった一方で、短期借入金の純増加額が146百万円あったこと等によるものであ

ります。 

  

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。  

  

（５）研究開発活動 

該当事項はありません。  
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

  

     大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  100,000,000

計  100,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  28,051,200  28,051,200
東京証券取引所 

（市場第一部） 
単元株式数100株

計  28,051,200  28,051,200 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成21年10月１日～ 

平成21年12月31日 
 －  28,051,200  －  6,214  －  6,351

（５）【大株主の状況】
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 （注） 「自己株式等」には、旧商法第210条ノ２第２項(ストックオプション制度)並びに旧商法第210条の規定により

取得した自己株式がそれぞれ174,000株、941,100株含まれております。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  役員の異動 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,914,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  26,107,900    261,079 － 

単元未満株式 普通株式      28,800 － － 

発行済株式総数  28,051,200 － － 

総株主の議決権 －      261,079 － 

  平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

丸文株式会社 
東京都中央区日本橋

大伝馬町８－１ 
 1,914,500  －  1,914,500  6.83

計 －  1,914,500  －  1,914,500  6.83

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  296  397  690  808  678  641  557  532  596

最低（円）  220  248  453  593  583  531  444  442  522

３【役員の状況】

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役会長 

（代表取締役） 
－ 

取締役社長

（代表取締役）
－ 佐藤 敬司 平成22年１月１日

取締役社長 

（代表取締役） 
－ 専務取締役 － 稲村 明彦 平成22年１月１日

取締役相談役 － 
取締役会長

（代表取締役）
－ 堀越 毅一 平成22年１月１日
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、至誠監査法人に

よる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,660 20,971

受取手形及び売掛金 59,774 42,817

商品及び製品 17,337 23,756

仕掛品 38 16

繰延税金資産 748 1,233

その他 2,137 3,616

貸倒引当金 △49 △32

流動資産合計 98,647 92,378

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,162 4,359

減価償却累計額 △2,561 △2,648

建物及び構築物（純額） 1,600 1,710

機械装置及び運搬具 30 30

減価償却累計額 △28 △28

機械装置及び運搬具（純額） 1 2

工具、器具及び備品 2,298 2,292

減価償却累計額 △1,686 △1,578

工具、器具及び備品（純額） 611 713

土地 2,528 2,528

リース資産 7 7

減価償却累計額 △2 △0

リース資産（純額） 5 6

建設仮勘定 0 20

有形固定資産合計 4,748 4,982

無形固定資産   

のれん 42 149

その他 668 848

無形固定資産合計 710 997

投資その他の資産   

投資有価証券 1,320 1,201

長期貸付金 8 9

繰延税金資産 2,649 2,114

投資不動産 3,080 3,076

減価償却累計額 △1,895 △1,859

投資不動産（純額） 1,184 1,217

その他 2,027 2,682

投資その他の資産合計 7,189 7,225

固定資産合計 12,649 13,205

資産合計 111,297 105,583
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 36,959 25,932

短期借入金 13,812 14,778

1年内償還予定の社債 1,048 48

未払法人税等 29 92

繰延税金負債 0 3

賞与引当金 310 543

その他 1,834 2,359

流動負債合計 53,997 43,760

固定負債   

社債 144 1,168

新株予約権付社債 － 4,000

長期借入金 20,000 20,000

退職給付引当金 1,460 1,129

役員退職慰労引当金 532 566

その他 236 272

固定負債合計 22,374 27,136

負債合計 76,371 70,897

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,214 6,214

資本剰余金 6,353 6,353

利益剰余金 22,083 22,158

自己株式 △1,630 △1,629

株主資本合計 33,022 33,097

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5 △124

繰延ヘッジ損益 40 △138

為替換算調整勘定 △869 △862

評価・換算差額等合計 △823 △1,125

少数株主持分 2,727 2,715

純資産合計 34,925 34,686

負債純資産合計 111,297 105,583
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

売上高 157,166 152,568

売上原価 142,532 140,467

売上総利益 14,634 12,101

販売費及び一般管理費 ※1  14,176 ※1  11,096

営業利益 458 1,004

営業外収益   

受取利息 26 17

受取配当金 33 24

持分法による投資利益 165 30

投資不動産賃貸料 164 141

雑収入 110 112

営業外収益合計 500 327

営業外費用   

支払利息 454 435

為替差損 560 682

雑損失 227 219

営業外費用合計 1,242 1,337

経常損失（△） △282 △5

特別利益   

固定資産売却益 95 －

投資有価証券売却益 － 109

投資不動産売却益 7 39

特別利益合計 102 148

特別損失   

固定資産除売却損 4 17

投資有価証券評価損 462 6

ゴルフ会員権評価損 － 1

投資不動産除却損 0 －

事業構造改善費用 － ※2  132

特別損失合計 466 157

税金等調整前四半期純損失（△） △646 △13

法人税等 38 △124

少数株主利益 288 106

四半期純利益又は四半期純損失（△） △973 3
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 49,740 52,143

売上原価 45,722 47,827

売上総利益 4,018 4,316

販売費及び一般管理費 ※1  4,631 ※1  3,697

営業利益又は営業損失（△） △612 619

営業外収益   

受取利息 6 7

受取配当金 12 12

持分法による投資利益 48 17

投資不動産賃貸料 54 46

雑収入 32 28

営業外収益合計 154 112

営業外費用   

支払利息 151 139

為替差損 481 195

雑損失 73 76

営業外費用合計 707 411

経常利益又は経常損失（△） △1,165 320

特別利益   

投資有価証券売却益 － 109

投資不動産売却益 － 4

特別利益合計 － 113

特別損失   

固定資産除売却損 1 12

投資有価証券評価損 302 4

事業構造改善費用 － ※2  9

特別損失合計 304 25

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,469 408

法人税等 △290 43

少数株主利益 163 81

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,342 282
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △646 △13

減価償却費 543 532

のれん償却額 81 81

貸倒引当金の増減額（△は減少） 18 16

賞与引当金の増減額（△は減少） △446 △232

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 24 △33

退職給付引当金の増減額（△は減少） 372 331

受取利息及び受取配当金 △60 △42

支払利息 454 435

為替差損益（△は益） 134 66

持分法による投資損益（△は益） △39 △30

固定資産売却益 △95 －

投資不動産売却損益（△は益） △7 △39

投資不動産賃貸料 △164 △141

投資不動産除却損 0 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △109

投資有価証券評価損益（△は益） 462 6

ゴルフ会員権評価損 － 1

固定資産除売却損 4 17

売上債権の増減額（△は増加） 9,617 △16,998

たな卸資産の増減額（△は増加） 90 6,370

仕入債務の増減額（△は減少） △9,238 11,064

その他 △335 1,416

小計 768 2,697

利息及び配当金の受取額 59 41

利息の支払額 △353 △327

法人税等の支払額 △561 △328

法人税等の還付額 272 104

営業活動によるキャッシュ・フロー 186 2,187
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △591

定期預金の払戻による収入 － 1,000

有形固定資産の取得による支出 △184 △145

有形固定資産の売却による収入 139 0

無形固定資産の取得による支出 △165 △40

投資有価証券の取得による支出 △16 △14

投資有価証券の売却による収入 － 212

投資不動産の売却による収入 23 47

投資不動産の賃貸による収入 166 138

貸付金の回収による収入 2 0

その他 △54 △15

投資活動によるキャッシュ・フロー △88 592

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 4,222 7,755

短期借入金の返済による支出 △2,384 △8,705

社債の償還による支出 △24 △24

新株予約権付社債の償還による支出 － △4,000

自己株式の売却による収入 5 －

配当金の支払額 △343 △77

少数株主への配当金の支払額 △98 △84

その他 △1 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,376 △5,139

現金及び現金同等物に係る換算差額 △318 △42

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,156 △2,401

現金及び現金同等物の期首残高 6,551 20,071

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  7,708 ※  17,669
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 該当事項はありません。 

  

  

  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

棚卸資産の評価方法 

  

 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、当第２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法に

より算出する方法によっております。  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

税金費用の計算   税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日）  

第３四半期連結会計期間末日満期手形 

  第３四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は、 

  手形交換日をもって決済処理しております。なお、当 

  第３四半期連結間会計期間の末日は金融機関の休日で 

  あったため、次の第３四半期連結会計期間末日満期手 

  形が第３四半期末残高に含まれております。  

────── 

受取手形 212百万円

支払手形 737百万円

  

偶発債務 

保証債務 

  連結会社以外の会社の金融機関からの借入等及び

従業員の金融機関からの借入等に対する債務保証 

偶発債務 

保証債務 

(1）連結会社以外の会社の金融機関からの借入等及び

従業員の金融機関からの借入等に対する債務保証 

従業員 百万円9 従業員   百万円9

  (2）手形信託譲渡高     百万円374
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（四半期連結損益計算書関係）

  
注記 

  

前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、 

次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。 

  販売諸掛 百万円729

人件費 百万円7,074

貸倒引当金繰入額 百万円18

賞与引当金繰入額 百万円458

退職給付引当金繰入額 百万円785

役員退職慰労引当金繰入額 百万円44

旅費及び交通費 百万円761

業務委託費 百万円933

不動産賃借料 百万円818

人件費 百万円5,892

貸倒引当金繰入額 百万円17

賞与引当金繰入額 百万円272

退職給付引当金繰入額 百万円716

役員退職慰労引当金繰入額 百万円33

不動産賃借料 百万円753

※２  ────── 事業構造改善費用の内訳は次のとおりであります。 

  退職特別加算金等           百万円 

  拠点閉鎖費用等                   百万円 

42

89

  
注記 

  

前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、 

次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。 

  販売諸掛 百万円203

人件費 百万円2,017

貸倒引当金繰入額  百万円8

賞与引当金繰入額 百万円458

退職給付引当金繰入額 百万円263

役員退職慰労引当金繰入額 百万円12

旅費及び交通費 百万円250

業務委託費 百万円312

不動産賃借料 百万円267

人件費 百万円1,772

貸倒引当金繰入額  百万円0

賞与引当金繰入額 百万円272

退職給付引当金繰入額 百万円238

役員退職慰労引当金繰入額 百万円10

業務委託費 百万円180

不動産賃借料 百万円212

※２  ────── 事業構造改善費用の内訳は次のとおりであります。 

  拠点閉鎖費用等                   百万円 9

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在） （平成21年12月31日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 8,608

預入期間が３か月を超える定期預金 △900

現金及び現金同等物 7,708

  （百万円）

現金及び預金勘定 18,660

預入期間が３か月を超える定期預金 △991

現金及び現金同等物 17,669
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至 

平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  
２．自己株式の種類及び株式数 

  
３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの 

       該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

  

（株主資本等関係）

普通株式   千株 28,051

普通株式   千株 1,914

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年11月６日 

取締役会 
普通株式  78  3  平成21年９月30日  平成21年12月７日 利益剰余金 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
デバイス事業
（百万円） 

システム事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高  41,678  8,061  49,740  －  49,740

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 1  3  5  △5  －

計  41,680  8,065  49,746  △5  49,740

営業利益又は営業損失（△）  152  128  280  △893    △612

  
デバイス事業
（百万円） 

システム事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高  44,651  7,491  52,143  －  52,143

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 13  8  22  △22  －

計  44,665  7,500  52,166  △22  52,143

営業利益  616  6  622  △3    619
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前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な商品 

(1) デバイス事業………汎用IC、メモリーIC、特定用途IC、カスタムIC、ディスクリート、電子・電気部品、

ネットワーク＆コンピュータ 

(2) システム事業………航空宇宙機器、試験計測機器、レーザ機器、科学機器、コンポーネント、医用機器 

３．会計処理の方法の変更 

 前第３四半期連結累計期間  

 （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

 第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 （リース取引に関する会計基準） 

 第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正)）及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成

19年３月30日改正））を早期適用しております。これによるセグメント情報に与える影響は軽微でありま

す。 

  

 当第３四半期連結累計期間  

 （営業費用の配賦方法の変更） 

 前連結会計年度まで、提出会社の管理部門に係る費用は配賦不能営業費用として消去又は全社項目に含め

ておりましたが、各セグメントの経営成績の実態をより的確に把握することを目的に、当連結会計年度から

各セグメントへ配賦を行う方法に変更いたしました。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間では、営業利益はデバイ

ス事業で1,242百万円、システム事業で740百万円それぞれ減少し、消去又は全社で1,983百万円増加してお

ります。 

 また、当第３四半期連結会計期間では、営業利益はデバイス事業で416百万円、システム事業で243百万円

減少し、消去又は全社で659百万円増加しております。  

  
デバイス事業
（百万円） 

システム事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高  132,578  24,588  157,166  －  157,166

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 1  13  15  △15  －

計  132,580  24,602  157,182  △15  157,166

営業利益  2,554  631  3,186  △2,727  458

  
デバイス事業
（百万円） 

システム事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高  132,413  20,155  152,568  －  152,568

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 13  26  40  △40  －

計  132,426  20,182  152,608  △40  152,568

営業利益又は営業損失（△）  1,351  △338  1,012  △7  1,004
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前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

  

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高  36,376  13,364  －  49,740  －  49,740

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 1,743  359  －  2,103  △2,103  －

計  38,120  13,724  －  51,844  △2,103  49,740

営業利益又は営業損失（△）  594  △349  △1  243  △856  △612

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高  41,827  10,315  －  52,143  －  52,143

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 1,559  308  －  1,868  △1,868  －

計  43,387  10,624  －  54,012  △1,868  52,143

営業利益又は営業損失（△）  384  262  △1  646  △26  619

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高  117,667  39,499  －  157,166  －  157,166

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 8,141  1,613  －  9,755  △9,755  －

計  125,809  41,112  －  166,921  △9,755  157,166

営業利益又は営業損失（△）  1,946  1,227  △3  3,169  △2,711  458
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当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア   ………香港、シンガポール、タイ、フィリピン、台湾、中国、マレーシア 

(2) その他の地域………米国 

３．会計処理の方法の変更 

 前第３四半期連結累計期間 

 （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

 第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 （リース取引に関する会計基準） 

 第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正)）及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成

19年３月30日改正））を早期適用しております。これによるセグメント情報に与える影響は軽微でありま

す。 

  

 当第３四半期連結累計期間  

 （営業費用の配賦方法の変更） 

 前連結会計年度まで、提出会社の管理部門に係る費用は配賦不能営業費用として消去又は全社項目に含め

ておりましたが、各セグメントの経営成績の実態をより的確に把握することを目的に、当連結会計年度から

各セグメントへ配賦を行う方法に変更いたしました。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間では、営業利益は日本で

1,979百万円減少し、消去又は全社で1,979百万円増加しております。 

 また、当第３四半期連結会計期間では、営業利益は日本で744百万円減少し、消去又は全社で744百万円増

加しております。  

  

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高  123,718  28,849  －  152,568  －  152,568

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 5,228  652  －  5,880  △5,880  －

計  128,946  29,502  －  158,449  △5,880  152,568

営業利益又は営業損失（△）  527  519  △3  1,042  △37  1,004
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前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア   ………香港、シンガポール、タイ、フィリピン、台湾、中国、マレーシア 

(2) その他の地域………米国、英国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日） 

 前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】

  アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  15,342  42  15,384

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  49,740

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 
 30.8  0.1  30.9

  アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  12,197  12  12,210

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  52,143

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 
 23.4  0.0  23.4

  アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  44,094  130  44,225

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  157,166

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 
 28.1  0.1  28.1

  アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  37,093  37  37,130

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  152,568

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 
 24.3  0.0  24.3

（有価証券関係）
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日） 

 対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前

連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

前連結会計年度末（平成21年３月31日） 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

１．ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。 

  

２．当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

           該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等又は１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

  

（デリバティブ取引関係）

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引  7,457  7,491  △88

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引  4,606  4,746  84

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,231.93円 １株当たり純資産額 1,223.22円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） 円△37.24 １株当たり四半期純利益金額 円0.13

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半

期純損失であるため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円）  △973  3

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 

 △973  3

期中平均株式数（千株）  26,135  26,136

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要 

－ － 
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 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

  

    該当事項はありません。 

  

 リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて処理を行なっておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度

末に比べて著しい変動がありません。 

  

  平成21年11月6日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

    （イ） 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・78百万円 

   （ロ） １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・３円00銭 

   （ハ） 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・平成21年12月７日 

  （注） 平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） 円△51.36 １株当たり四半期純利益金額 円10.83

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半

期純損失であるため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円）  △1,342  282

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 

 △1,342  282

期中平均株式数（千株）  26,137  26,136

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要 

－ － 

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２１年２月１０日

丸文株式会社 

取締役会 御中 

至誠監査法人 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 住田 光生  印 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 森永 忠昭  印 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 吉村 智明  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸文株式会社

の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２０年１０月１

日から平成２０年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間(平成２０年４月１日から平成２０年１２月３１日

まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、丸文株式会社及び連結子会社の平成２０年１２月３１日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸文株式

会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日

から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、丸文株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の

財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。 

  

 追記情報 

セグメント情報 事業の種類別セグメント情報（注）３．及び所在地別セグメント情報（注）３．に記載されて

いるとおり、会社は従来、配賦不能営業費用として消去又は全社の項目に含めていた提出会社の管理部門に係る費

用について、当連結会計年度から各セグメントへ配賦する方法に変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                 以上  

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２２年２月９日

丸文株式会社 

取締役会 御中 

至誠監査法人 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 吉村 智明  印 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 渡部 光彦  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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